
１　総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）1　職員手当には退職手当を含んでいません。

      2　職員数は、平成20年4月1日現在の人数です。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（平成21年4月1日現在）

（注）1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
      2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
      3　平成16年は合併前の浜田市の数値です。

20年度
691

人

　　Ａ

区分 職員数

6,122,310

歳出額　

　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　（20年度末）

人件費

32,761,198 479,799

区分

20年度

18年度の人件費率

浜田市の給与・定員管理等について

実質収支

59,944

人 千円千円

（参考）人件費率

　　　Ｂ／Ａ　　　　　　　　Ｂ

％千円

17.6

％

18.7

期末・勤勉手当 Ｂ／Ａ　

（参考）
類似団体の平均一人

当りの給与費

5,775

千円

6,397

千円

一人当たり給与費

　平成17年10月1日に浜田市、金城町、旭町、弥栄村、三隅町及び浜田地区広域行政組合浜田地区消防本部が合
併し、新「浜田市」となりました。合併前の数値は旧浜田市の数値を記載しています。

給　　　与　　　費

給　 料 職員手当

3,990,610

千円

計　　Ｂ

2,599,823

千円

384,754

千円

1,006,033

千円

Ｈ２１ 96.4

90.0

95.0

100.0

浜田市 類似団体平均 全国市平均

（H21)

97.3

（H20)

96.1

（H20)

98.3
（H16)

98.2
（H16)

97.3

（H16)

99.0

（H21)

96.4

（H21)

98.4

（H20)

97.1
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成21年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

（注） 1  「平均給料月額」とは、平成21年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
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(2) 職員の初任給の状況（平成21年4年1日現在）

円

円

円

円

円

円

（注） 島根県の初任給の下段は、特例条例による減額後の額です。

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成21年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

技能労務職

一般行政職

 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などの諸手当の額を合計したものであり、「地方公務員給与実態調査」において明らかにされ
ているものです。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊
勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したも
のです。

146,700

172,200

140,100
円

高　校　卒 137,200 円

6

8

7うち給食調理員

うち用務員

52.7

類似団体

区分

浜田市

うち清掃職員

島根県

国

うち自動車運転手

類似団体

361,800

314,414 331,829 324,543

349,753

319,59641

54

285,548

区　　　　分

一般行政職 大　学　卒

高　校　卒

312,780

経験年数20年

265,425

214,633

該当なし技能労務職 高　校　卒

302,340

-

356,975

43.9

364,555

370,103

327,925

平均年齢 人数

62

251

国

平均給与月額
（国ベース）

314,305 339,329

398,310

41.5

経験年数10年 経験年数15年

339,128 387,091

該当なし 264,400

311,057

平均給料月額

378,951

307,042

平均給与月額
平均給与月額
（国ベース）

区分

浜田市 327,072

329,972島根県

42.8

44.3

平均年齢

328,161

平均給料月額 平均給与月額

391,770325,521

377,801

322,180 376,117 346,000

340,898

4,429

137,200

348,899

360,962

322,737

357,212

327,422

395,550

-

338,592

円

140,100

137,898

131,694
高　校　卒 140,100 円

172,200 円

区　　　分 島根県

円
161,868

161,600

国浜田市

46.1

44.6

49.2

49.7

47.0

大　学　卒

48.4

46.0
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

1級

2級

3級

4級

5級

6級

7級

（注）　浜田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

  

（注） 給料表が平成18年度に9級制から7級制に変更しています。
平成15年4月の構成比は合併前の浜田市の数値です。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

45 人

152 人

6.0%

2.6%

12.8%

17.8%

18.6%

32.5%

9.6%

87 人

83 人

60 人

12 人

　　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の評定を実施しています。
　なお、人事評価は試行段階にあるため昇給へは反映していません。

区　　分

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成21年4月1日現在）

係長、専門企画員、専門技術員、主任主事、主任技師

主任主事、主任技師

職務内容

28 人

主事、技師

職員数 構成比

部長、支所長

次長、室長、課長

係長、専門企画員、専門技術員、課長補佐

主事、技師

１級

6.0%

１級

8.3%
１級

0.8%

２級

9.6%

２級

9.6%

２級

2.9%

３級

32.5%

３級

29.8%

３級

9.2%

４級

18.6%
４級

18.9%

４級

16.0%

５級

17.8%
５級

18.5%

５級

14.3%

６級

12.8%

６級

12.3%

６級

7.1%

７級

2.6%

７級

2.6%

７級

31.5%

８級

14.7%

3.4%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成21年4月の構成比 平成20年4月の構成比 平成15年4月の構成比

９級

８級

７級

６級

５級

４級

３級

２級

１級
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４　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円　

（20年度支給割合） （19年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算　5％～20％

・管理職加算　10％～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　【参考】 勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(2) 退職手当（平成21年4月1日現在）

（支給率）　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 早期退職優遇措置45歳～ その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 平成17年10月1日から、新市において島根県市町村総合事務組合の退職手当制度に加入しています。　
退職手当の1人当たり平均支給額は、20年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 地域手当（平成21年4月1日現在）

％ 人 ％

※在勤地域に対する地域手当に関しては、該当ありません。

（22年度の制度完成時）

％ 人 ％

（注） 国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に

引上げることとしています。

59.28

23.50

2.8

浜　　　　　田　　　　　　市

支給対象職員数

1人当たり平均支給額（20年度）

支給率

26,4482,149

支給対象地域

－

国

1.50

33.50

(医師の調整手当）

1,492

支給率

1.45

4

14

国の制度（支給率）

47.50

59.28

(医師の調整手当）

支給対象地域

30.55

33.50

59.28

47.50

41.34

59.28

15

30.55

59.28

59.28

41.34

3 14

早期退職優遇制度（15～30％加算）

浜　　　　　田　　　　　市

23.50

15

3.0

（1.6） （0.75）

　能力・業績に基づく人事評価は実施していないため、成績率に差を設けず一律に支給しています。

（1.5） （0.75）

1人当たり平均支給額（20年度）

支給対象職員数 国の制度（支給率）

国
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(4) 特殊勤務手当（平成21年4月1日現在）

千円

　円

　％

(5) 時間外勤務手当

支給実績（20年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

支給実績（19年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（19年度決算）

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含んでいます。

(6) その他の手当（平成21年4月1日現在）

課長級以上の職員に支給
部長級・次長級

給料月額×12/100
課長級　給料月額×10/100

医療職に限り306,900円の範囲内

(1) 配偶者
(2) 次に該当する扶養親族

初任給調整手当

管理職手当

扶養手当

4,910,400 円

・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある
　弟妹

13,000円

・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある子
　及び孫

・満60歳以上の父母及び祖父母

千円

千円

千円

1件当たり500円

死体処理手当

危険物取扱手当

火葬場業務従事手当

主な支給対象職員

危険作業従事手当

手当の種類

職員全体に占める手当支給職員の割合（20年度）

消防出勤手当

犬・猫等死体処理手当

強制執行手当

国は俸給の
特別調整額
として支給
（8～25%）

同じ

医師手当 医師

内容及び支給単価

196

特別派遣手当
島根県後期高齢者医療広域連合
派遣職員

119,558

289

123,693

1日につき300円

1回につき200円
救急救命士は1回100円を
加算

月額20万円の範囲内

危険作業に従事した場合

その資格を有しなければ従
事することができない業務
に従事した場合

火災、救急及び救助業
務等災害に出動したと
き

支給実績（20年度決算）

15.5

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算）

防疫作業等従事手当

ごみ処理施設に勤務する職員

1日につき500円

死体処理

10,569

その他1回1,500円

主な支給対象業務

11

防疫作業等に従事した職員

91,113

強制執行を行った職員 強制執行

放射線取扱手当

死体の処理に従事した職員

防疫作業等

火葬

犬・猫等死体収集

法令等の定める資格を有する職
員

診療所での勤務

左記職員に対する支給単価

行旅死亡人1回3,000円

1回につき70円

1体につき200円

1体につき3,500円死体の火葬に従事した職員

犬・猫等の死体収集作業に従事
した職員

消防職員

手当名

診療所に勤務する職員（医師を
除く）

島根県後期高齢者医療
広域連合での勤務

国の制度
との異同

放射線業務に従事する
とき

円千円44,021 536,840

手当の名称

1日につき230円

支給職員１人当た
り平均支給年額

(20年度決算)

支給実績
(20年度実績）

国の制度と
異なる内容

1月につき在勤地において自ら居住する
ために借り受ける住宅(貸間を含む。)
に係る家賃(使用料を含む。)の月額に
相当する額及び2万9,000円の合計額

千円14,731

千円

円241,313

異なる

同じ
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① 配偶者以外の扶養親族

② 配偶者がない場合一人に限り

(1)

　家賃月額23,000円以下

　家賃月額23,000円超
(家賃－23,000円)×1/2
(上限16,000円)＋11,000円

(2)

(3)

(1)の算出額×1/2

片道2km以上の職員に支給
(1) 交通用具使用者

通勤手当一覧表に定める額

(2) 公共交通機関使用者
定期券又は回数乗車券当の価額
最高支給限度額

(3) 自転車使用者

宿日直勤務
（5時間未満の場合は1/2）

※医療職
（5時間未満の場合は1/2）

部長級：6,000円
課長級：4,000円

※ 6時間を超える場合
　部長級：9,000円
　課長級：6,000円

国の基準と同様

単身赴任手当

※

家賃-12,000円

その所有に係る住宅に居住して
いる世帯主の職員

2,500円

(100円未満の端数切捨て)

2,000円～29,500円/月

同じ

円16,000

100km以上距離に応じた加算有

異動又は公署の移転の直前の住居
から異動又は公署の移転の直後に
在勤する公署に通勤することが通
勤距離等を考慮して困難であると
認められ、単身で生活している者

円276,000千円276

千円

円同じ － 千円

48

国は俸給の
特別調整額
として支給
（8～25%）

異なる

特別勤務手当
管理職員

災害派遣手当
－

11,000円

※扶養親族である子のうち、
　満15歳に達する日後の最初の
　年度から満22歳に達する年度
　末まで　1人につき5000円を加算

通勤手当

宿日直手当

夜間勤務手当

住居手当

2,000円/月

単身赴任手当受給職員で、配偶
者が居住するための住宅を借り
受け、月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員

　23,000円/月

１回につき20,000円 同じ

自ら居住するため住宅（貸間を
含む）を借り受け、月額12,000
円を超える家賃を支払っている
職員

・重度心身障害者

1回につき4,200円

1人につき6,500円

異なる

異なる

同じ

同じ

勤務1時間
あたりの給
料額の算出
方法が異な
る

午後10時から翌日の午前5時までの
間に勤務した全時間に対し支給

133,009千円

交通用具使
用者の距離
区分が異な
る

13,966

千円

勤務1時間当たりの給与額×
25/100×勤務時間数

55.000円/月

千円 円241,313

38,517 千円 211,633 円

100,627

122,587

404

円

円

69,139

円千円 404,200
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５　特別職の報酬等の状況（平成21年4月1日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

　　（21年4月現在の支給割合）　3.20月分

　　（21年4月現在の支給割合）　3.20月分 　

（１期の手当額） （支給時期）

万円 任期毎に支給

万円 任期毎に支給

万円 任期毎に支給

万円 任期毎に支給

収入役

議員

給
　
　
料

副市長、自治区長

報
　
酬

市長

自治区長

期
末
手
当

議長

収入役

330,000

区　　　分

議長

市長

副市長

議員

副議長

副議長

359,800

退
職
手
当

市長

副市長

収入役

在職期間1年につき給料月額×300/100

在職期間1年につき給料月額×270/100

　　（算定方式）

590,000

在職期間1年につき給料月額×500/100

817,000

681,000

560,000

在職期間1年につき給料月額×300/100

1,007,000

540,000

430,000

360,000

自治区長

810,000

648

637

1,620

804

552,000

295,800

（参考）類似団体における最高／最低額

給　料　月　額　等

273,500

579,600

530,400

690,000

620,000

670,000
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６　職員数の状況

（各年4月1日現在）

事務の統廃合による減員

保育所・母子寮の廃止、事務の統廃合による減員

業務増による増員

事務の統廃合による減員

業務増による増員

事務の統廃合による減員

＜参考＞人口1万人当たり職員数77.8人

＜参考＞人口1万人当たり職員数112.9人

業務の嘱託化による減員

事務の統廃合による減員

事務の統廃合による減員

業務増による増員よる増員

＜参考＞人口1万人当たり職員数126.3人

（注） この表の職員数は、特別職の職員は含みません。ただし、教育長は含みます。

幼稚園の廃園、給食センターの民間委託

9

48

30

74

23商　工

112

土　木

11

～

692

40

102

2

労　働

466

677

150

25

3

151

税　務

27

△ 20合　　計 777

△ 5

80

28

1

112

△ 15

0

52歳～ 48歳

(2) 年齢別職員構成の状況（平成21年4月1日現在）

32歳
区　分

△ 5

△ 2

その他

農林水産

下水道

普 通 会 計　計

　
会
計
部
門

公
営
企
業
等

病  院

小　計

一
般
行
政
部
門

△ 1

20歳 24歳

16

20歳 28歳～

961

人 人 人

9 5951

人 人

90

人人

75

人

～

109

23歳 27歳

職員数

～

51歳47歳39歳

～～

△ 12

△ 3

56歳40歳 ～

123

35歳 43歳

69

75

～

△ 2

36歳 44歳

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

　　　　　区　　分

　部　　門
議　会

衛　生

0

人
31歳

～

民　生

水　道

47

7

平成21年

対前年
増減数

0

478

0

84

平成20年

職員数

△ 149

1

以上
人 人

101 42

55歳

40

小　計

2

教　育　部　門

消　防　部　門

26

49

△ 9

7

3

未満

85

総　務

18

60歳

757

99

757

△ 2

計
59歳

人

主な増減理由

人

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

構成比 ５年前の構成比
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①平成17年4月1日～平成22年4月1日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

浜田市行財政改革実施計画における「H17～H22定員管理数値目標」

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

平成18年

（注） 1　計画期間は、17年～22年の5年間です。

７　公営企業職員の状況

(1)水道事業

① 職員給与費の状況

   ア　決算

(単位千円）

（注） 1　職員手当には退職手当を含んでいません。

△ 9

111

△ 2△ 16

478

(3) 定員管理の数値目標及び進捗状況

△ 32

12

0

△ 1

平成19年

2年目

479

△ 23

平成20年

3年目

112

0

112

9496

823

△ 27

平成17年

計画開始

502

△ 28

113

純減数 純減率

18年～21年

平成22年4月1日
職員数

職員数

増　減

776 79 9.2

公営企業
等 会 計

教　　育
増　減

職員数

増　減

　　　　　区　　分

　部　　門 1年目

一般行政

796

855

△ 2

増　減

530

平成17年4月1日
職員数

職員数

消　　防
職員数

855

129

112

削減数　計

466

（参考）

数値目標H22

－

△ 64

－

102

△ 9

112

0

－

△ 30

－

0

20年度

84 85

0

千円

計
職員数

2　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降
　現年までの職員増減数の累計を示しています。

776

増　減

777

△ 19

（参考）
類似団体の平均一人

当りの給与費

　　　　千円

　　Ａ　 給　 料

給　　　与　　　費

858,073 92,259 143,905 16.8

職員手当 期末・勤勉手当

総費用 職員給与費

Ａ  Ｂ　

2　職員数は、平成20年3月31日現在の人数です。

19.0

純損益又は実
質収支

　　　　Ｂ／Ａ める職員給与費比率

千円千円
20年度

区分 職員数

総費用に占める （参考）

職員給与費比率 18年度の総費用に占

％

－

％

37,312 143,905 5,996

千円千円

計　　Ｂ Ｂ／Ａ　

24 94,750 11,843

人 千円 千円

区分

△ 5

一人当たり給与費

△ 4

△ 98

－

平成21年

4年目

△ 20

△ 12

△ 3

99

112

80

757
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歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（20年度支給割合） （20年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（1.5）月分 （0.75）月分 （1.5）月分 （0.75）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

　職制上の段階、職務の級等による加算措置 　職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　5％～15％ ・役職加算5％～15％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　
イ　退職手当（平成21年4月1日現在）

（支給率）　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 早期退職優遇措置45歳～ その他の加算措置 早期退職優遇措置45歳～

定年前早期退職特例措置（2～20％加算） 定年前早期退職特例措置（2～20％加算）

1人当たり平均支給額 千円 千円 1人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 平成17年10月1日から、新市において島根県市町村総合事務組合の退職手当制度に加入しています。　
退職手当の1人当たり平均支給額は、19年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成21年4月1日現在）
　※在勤地域に対する地域手当に関しては、該当ありません。

エ　特殊勤務手当（平成20年4月1日現在）
千円

　円

　％

緊急出動手当 水道技術職(工務係、水源係）

突発的な事故等に対応
するため、時間外又は
休日に勤務を命ぜられ
当該業務に従事したと
き

１回当たり200円

徴収外勤手当
一般行政職、水道技術職（業務
係）

水道料金等の徴収を行
うため外勤事務に従事
したとき

日額200円

－

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

危険物取扱手当 水道技術職(水源係）
危険物の取扱業務に従
事したとき

日額70円

職員全体に占める手当支給職員の割合（19年度） 58.3

手当の種類（手当数） 3

支給実績（20年度決算） 83

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 5,929

59.2847.50

59.2859.28 59.28

47.50

59.28

59.28

1,492

41.34

30.55

浜　　　　　田　　　　　市

1,587

41.34

23.50

33.50

早期退職優遇制度（15～30％加算）

2,149 26,448

区　　分

30.55

449,104

2.8

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成21年4月1日現在）

③ 職員の手当の状況

1.45 1.45

平　均　年　齢 基本給

－

浜田市

浜　　　　田　　　　　市

１人当たり平均支給額（20年度）

33.50

23.50

早期退職優遇制度（15～30％加算）

2.8

42.7 320,382

平均月収額

浜　　田　　市　（一般行政職）

浜　　田　　市　（一般行政職）

1人当たり平均支給額（20年度）
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オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円

千円

（注）1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成21年4月1日現在）

課長級以上の職員に支給
部長級・次長級

給料月額×12/100
課長級　　給料月額×10/100

(1) 配偶者
(2) 次に該当する扶養親族

① 配偶者以外の扶養親族

② 配偶者がない場合一人に限り

(1)

　家賃月額23,000円以下

　家賃月額23,000円超
（家賃－23,000円）×1/2
(上限16,000円)＋11,000円

(2)

(3)

(1)の算出額×1/2

片道2km以上の職員に支給
(1) 交通用具使用者

通勤手当一覧表に定める額

(2) 公共交通機関使用者
定期券又は回数乗車券当の価額
最高支給限度額

(3) 自転車使用者

2,000円～29,500円/月

55.000円/月

単身赴任手当受給職員で、配偶
者が居住するための住宅を借り
受け、月額12,000円を超える家
賃を支払っている職員

(100円未満の端数切捨て)

88,105 円

円199,4281,396 千円

通勤手当

異なる

交通用具使
用者の距離
区分が異な
る

1,674 千円

家賃-12,000円

その所有に係る住宅に居住して
いる世帯主の職員　　2,500円

同じ

2,000円/月

住居手当 自ら居住するため住宅（貸間を
含む）を借り受け、月額12,000
円を超える家賃を支払っている
職員

手当名 内容及び支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 140

支給実績（20年度決算） 3,279

支給職員１人当たり平均支給年額（20年度決算） 156

支給実績（19年度決算） 3,919

国の制度
との異同

円千円 546,016

国は俸給の
特別調整額
として支給
（8～25%）

1,638異なる

支給職員１人当た
り平均支給年額

(20年度決算)

国の制度と
異なる内容

支給実績
(20年度実績）

13,000円

同じ

・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある子
　及び孫
・満60歳以上の父母及び祖父母
・満22歳に達する日以後の最初
　の3月31日までの間にある
　弟妹
・重度心身障害者

1人につき6,500円

※扶養親族である子のうち、
　満15歳に達する日後の最初の
　年度から満22歳に達する年度
　末まで　1人につき5000円を加算

11,000円

扶養手当

管理職手当

円251,6003,774 千円
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部長級：6,000円
課長級：4,000円

※ 6時間を超える場合
　部長級：9,000円
　課長級：6,000円

国の基準と同様

８　職員の福祉及び利益の保護の状況

(1)安全衛生管理体制（平成20年度）

0

0

0

0

6

6

選任者数 9

0

0

6

6

選任者数 6

実選任者数 6

6

6

0

0

0

－

－

千円 － 円

千円 － 円

特別勤務手当
管理職員

異なる

国は俸給の
特別調整額
として支給
（8～25%）

災害派遣手当
同じ

（人）

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

安全委員会

上のうち安全衛生委員会として設置している事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

統括安全衛生管理者

安全管理者

衛生管理者

安全衛生推進者等

産業医

衛生委員会

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数

選任すべき事業場数

うち選任事業場数
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(2)職員互助会事業について

円
％

円

①福利厚生事業に係る決算額 千円

②①のうち互助会に対する補助金等の額 A 千円

③②のうち互助会の事務費・人件費に係るものの額 B 千円

④会員による掛金の額 C 千円

⑤公費負担率（A－B）／(A－B＋C) ％

⑥掛金の算出方法 給料月額の3.0/1000

⑦会員１人当たりの補助金額（（A－B）／会員数） 円

①福利厚生事業に係る決算額 千円

②①のうち互助会に対する補助金等の額 D 千円

③②のうち互助会の事務費・人件費に係るものの額 E 千円

④会員による掛金の額 F 千円

⑤公費負担率（D－E）／(D－E＋F) ％

⑥掛金の算出方法 給料月額の2.5/1000

⑦会員１人当たりの補助金額（（D－E）／会員数） 円

①福利厚生事業に係る予算額 千円

②①のうち互助会に対する補助金等の額 G 千円

③②のうち互助会の事務費・人件費に係るものの額 H 千円

④会員による掛金の額 I 千円

⑤公費負担率（G－H）／(G－H＋I) ％

⑥掛金の算出方法 給料月額の2.0/1000

⑦会員１人当たりの補助金額（（G－H）／会員数） 円

(3)健康診断受診者数（平成20年度）

人 人

人 人

人 人

人 人

(4)公務災害の認定状況

件 件

件 件

平
成
　
年
度
予
算

29,270

互
助
会
関
係

7,505

1,757

11,950

32.5

7,076

(5)勤務条件に関する措置の要求の状況及び不利益処分に
　 関する不服申し立ての状況（平成19年度）

　　サークル助成事業　スポーツ交流事業　健康増進事業
　　文化講演助成事業　職員研修助成事業

　　浜田市職員互助会

平
成
　
年
度
決
算

23,537

互
助
会
関
係

9,039

2,499

11,935

35.4

8,053

　一人当たりの公費の補助金額
　　　（事務費等を除く）

②福利厚生事業に係る予算額等について

平
成
　
年
度
決
算

互
助
会
関
係

24,750

10,618

3,622

13,682

33.8

8,723

　公費充当事業

　互助会に対する補助金等の額
　会の名称

①事業の概要（平成20年度）

8,669,928
41.9

8,053

　公費負担率（事務費等を除く）

該当なし勤務条件に関する措置の要求の状況

区　　分 状　況

不利益処分に関する不服申し立ての状況 該当なし

6

1

認定件数
20年度

9

1

19年度
区分

公務災害

通勤災害

健康診断の種類

人間ドック

受診者数
（延べ人数）

8

6

受診者数
（延べ人数）

健康診断の種類

特殊
健診

6 ＶＤＴ作業健診

指曲がり症健診

臨時嘱託職員健康診断

採用時等健康診断

定期健康診断

254

49

147
Ｂ型肝炎予防接種

及び血液検査

頸肩腕健診

259

550

19 

21 

20 

13


